
地方議会の位置付けを明確に規定する地方自治法の改正等 

の早期実現を求める決議 
 

地方分権改革の進展により、地方公共団体の自由度が拡大し、自主性及び自

立性の高まりが求められる中、住民の代表機関である地方議会の果たすべき役

割と責任が格段に重くなっている。 

その一方、地方議会について、地方自治法には「議会を置く」とだけ規定さ

れ、議会の位置付けや議員の職務等について明確に定められていないことから、

住民から議会及び議員の活動が見えにくくなっており、地方議会の存在意義が

問われる要因の一つになっている。 

地方自治法に議会の位置付け、議員の職務等が規定されることによって、団

体意思を決定し、住民の代表者としての責務を果たすという議会・議員の役割

が明確となり、住民から理解を得る契機となるとともに、女性や若者など多様

な人材の議会への参画にもつながり得ることから、令和５年の統一地方選挙ま

でにこれを実現することが極めて重要である。 

併せて、議員のなり手不足問題の解消を図るため、立候補に伴う企業等によ

る休暇の保障、厚生年金への地方議会議員の加入や町村の低額な議員報酬の改

善に向けた環境整備、さらには、多くの住民の声を反映した議会審議を行うた

めの議会のデジタル化に向けた取組などを推進することが必要である。 

こうしたことから、本会をはじめとする三議長会は、これまでもあらゆる機

会を通じて、議会の機能強化及び多様な人材が参画するための環境整備を図る

ことを国に要請してきたが、特に重要かつ喫緊の課題である次の事項について

は、第 33次地方制度調査会において早急に審議を進め、地方自治法改正等を早

期に実現するよう強く求める。 

 

１ 議会の団体意思決定機関としての位置付け等を法律上明確化すること。 

２ 議員の職務等を法律上明確化すること。 

３ 立候補に伴う企業等による休暇を保障し、不利益取扱いを禁止するための

必要な法改正を行うこと。 

４ 低額である町村議会の議員報酬の改善に向け、町村に対する地方財政措置

の充実等の環境整備を図ること。 

５ 議会のデジタル化への取組について技術的・財政的に支援を行うこと。 

 
 以上、決議する。 
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